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 この規格についての意見又は質問は，上記原案作成者又は経済産業省産業技術環境局 基準認証ユニット認証課管理シ

ステム標準化推進室（〒100-8901 東京都千代田区霞が関 1-3-1）にご連絡ください。 

 なお，日本工業規格は，工業標準化法第 15 条の規定によって，少なくとも 5 年を経過する日までに日本工業標準調査

会の審議に付され，速やかに，確認，改正又は廃止されます。 
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まえがき 

この規格は，工業標準化法第 12 条第 1 項の規定に基づき，一般財団法人日本規格協会（JSA）から，工

業標準原案を具して日本工業規格を制定すべきとの申出があり，日本工業標準調査会の審議を経て，経済

産業大臣が制定した日本工業規格である。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣及び日本工業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実

用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 
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日本工業規格          JIS 
 Q 22300：2013 
 (ISO 22300：2012) 

社会セキュリティ－用語 
Societal security-Terminology 

 
序文 

この規格は，2012 年に第 1 版として発行された ISO 22300 を基に，技術的内容及び構成を変更すること

なく作成した日本工業規格である。 

なお，この規格で点線の下線を施してある参考事項は，対応国際規格にはない事項である。 

 

1 適用範囲 

この規格は，社会セキュリティに適用される用語及び定義について規定する。これによって，共通の理

解を確立し，一貫した用語の使用を促すことを目的とする。 

注記 この規格の対応国際規格及びその対応の程度を表す記号を，次に示す。 

ISO 22300:2012，Societal security－Terminology（IDT） 

なお，対応の程度を表す記号“IDT”は，ISO/IEC Guide 21-1 に基づき，“一致している”こ

とを示す。 

 

2 用語及び定義 

2.1 社会セキュリティ関連用語 

2.1.1 

社会セキュリティ（societal security） 

意図的及び偶発的な，人的行為，自然現象及び技術的不具合によって発生する，インシデント，緊急事

態及び災害から社会を守ること，並びにそれらに対応すること。 

2.1.2 

ステークホルダー（stakeholder） 

組織に影響を与える可能性のある見解をもつ，個人又は人々の集まり。 

2.1.3 

社会セキュリティの枠組み（societal security framework） 

社会セキュリティの設計，実践，モニタリング，レビュー及び継続的改善を行うための基礎及び組織内

の取決めを提供する一連の構成要素。 

注記 1 基礎には，社会セキュリティを運用管理するための方針，目的，指令，コミットメントなど

が含まれる。 

注記 2 組織内の取決めには，例えば，計画，相互関係，アカウンタビリティ，資源，プロセス，活

動などが含まれる。 


